
（平成２２年６月２３日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 8 件

国民年金関係 2 件

厚生年金関係 6 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 14 件

国民年金関係 6 件

厚生年金関係 8 件

年金記録確認山口地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



 

山口国民年金 事案 577 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の平成２年３月から３年７月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要であ

る。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 45年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 平成２年３月から３年７月まで 

    私は、20歳になったので国民年金に加入するのは国民の義務だと思い、

平成２年４月にＡ役場において国民年金の加入手続を行った。 

    国民年金保険料については、当初はＡ役場において毎月納付し、その後、

平成３年３月か４月ごろＢ市に転居したため、同市Ｃ支所又は金融機関に

おいて納付した。 

    申立期間が未加入となっているのは納得いかないので記録を訂正してほ

しい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間は１年５か月間と比較的短期間である上、申立人は、申立期間及

び第３号被保険者期間を除く国民年金被保険者期間について、すべての国民

年金保険料を納付しているほか、オンライン記録で納付状況が確認できる平

成６年９月分以降の国民年金保険料のほとんどは納期限内に毎月納付するか

口座振替によって納付しており、申立人の国民年金保険料の納付意識は高か

ったことがうかがえる。 

また、申立人は、「家計及び育児に関するメモ」（申立期間当時、申立人

が作成したもの）を所持しており、併せて当該メモに記載された家計支出を

表す金額と符合する口座振替金額を確認できる預金通帳を所持している。当

該メモによると、申立期間中である平成２年９月 28 日及び同年 10 月の欄に

「国保（年金）10,000 円」との記載が確認でき、この額は、当時の国民年金

保険料額（8,400 円）に近似した額であり、申立人が記憶する国民年金保険

料の額ともほぼ一致している。 



さらに、申立人は「夫の国民年金保険料は義母が納付しており、自分の保

険料のみ納付していた。」と供述しているところ、義母は「申立人の夫の国

民年金保険料は、私が納付していた。また、国民健康保険料についても、当

時、世帯主であった私の夫が納付していた。」と供述していることから、当

該メモに記載されている支出額（国保（年金）10,000 円）は、申立人に係る

国民年金保険料であったことが推認できる。 

加えて、申立人はＡ役場での国民年金保険料の納付状況を詳細に記憶して

おり、申立内容に不自然さはみられない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年

金保険料を納付していたものと認められる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



山口国民年金 事案 582 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 55 年８月、同年９月、同年 11 月及び同年 12 月の国民年金保

険料については、納付していたものと認められることから、納付記録を訂正

することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 27年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間  ： ① 昭和 55年８月及び同年９月 

② 昭和 55年 11月及び同年 12月 

 私は、社会保険事務所（当時）に、申立期間について国民年金保険料の

納付記録を照会したところ、納付事実が確認できないとの回答を得た。 

 会社を退職した約１年後の昭和 56 年６月ごろに、Ａ市役所において国

民年金の加入手続を行った。この時、過去の未納保険料を一度に納付する

ことは経済的に難しかったので、１か月ごとに保険料の納付ができるよう

に納付書を分割して作成してもらい、近所のＢ郵便局において納付したこ

とを覚えており、申立期間が未納となっていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の国民年金手帳記号番号は、前後の番号が払い出されている任意加

入者に係る被保険者資格の取得日から、申立人の記憶どおり、昭和 56 年６

月末ごろに払い出されていることが確認でき、申立期間は、過年度納付する

ことが可能であるところ、申立人の特殊台帳を見ると、申立人の国民年金手

帳記号番号が払い出された時点で未納であった、昭和 55 年８月から 56 年３

月までの期間のうち、昭和 55 年 10 月及び 56 年１月から３月までの期間に

ついて、１か月分ごと過年度納付していることが確認できるものの、申立期

間を除き国民年金保険料は完納している申立人が、未納期間の途中の期間で

ある 55 年 10 月の保険料を納付しているにもかかわらず、前後の期間を未納

のままとしていることは不自然である。 



また、同特殊台帳において、55 年８月の欄には納付と記載された後、二重

線で取消しが行われていることが確認できるが、これは、申立人が所持する

納付書・領収証書に押印してあるＢ郵便局の収納年月日が 57 年 11 月５日で

あることから、時効後納付のためであることが推認できるものの、本来、時

効により収納できない保険料を収納した場合、取消し後に保険料の還付、又

は他の月の保険料への充当の事務処理を行い、その経緯を特殊台帳に記載す

べきものであるが、還付又は充当のいずれも記載されておらず、ほかに当該

期間の保険料が申立人に還付、又は他の月の保険料へ充当されたことをうか

がわせる事情も見当たらないことから、申立人が納付した当該期間の保険料

相当額について、長期間国庫歳入金として扱われていたものと認められる。 

申立期間について、時効により保険料を納付できないことを理由として、

保険料の納付を認めないのは信義則に反するなどの事情を含めて総合的に判

断すると、申立人は、申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

られる。 

 



山口厚生年金 事案 775 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、昭和 29年７月１日から 34年３月１日までの期

間に係る船員保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められ

ることから、当該期間におけるＡ株式会社（現在は、株式会社Ｂ。）における

資格取得日に係る記録を 29 年７月１日とし、当該期間に係る標準報酬月額に

ついては、同年７月から 30 年 10 月までは 8,000 円とし、同年 11 月から 34

年２月までは 9,000円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該期間の船員保険料を納付する義務を履

行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和４年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 29年４月 30日から 34 年３月１日まで 

私のＡ株式会社に係る船員保険の被保険者記録は、昭和 29年４月 30日に

同資格を喪失した後、34 年３月１日に再度取得したと記録されているが、

申立期間の始期については正確に思い出せないものの、29 年４月 30 日か

ら 34年３月１日までの期間において、Ａ株式会社に勤務していたと記憶し

ている。 

正確な期間について記憶は無いが、申立期間の大部分の期間はＡ株式会社

が所有するＣ丸に乗り込み、Ｄ国でトロール漁に従事していたので、申立

期間を船員保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立人が保管している昭和 34年５月 19日付けの再渡航証明書から、申立

人は、同日において、Ｄ国Ｅ市に居住する「Ａ株式会社Ｃ丸Ｆ士」であるこ

とが確認でき、申立人が保管しているＡ株式会社が発行した「退職金その他

の計算書」から判断すると、申立人は 29 年７月１日から 59 年３月 31 日ま

での期間においてＡ株式会社に在籍していたことが確認できる。   

また、株式会社Ｂは、「申立人が保管している『退職金その他の計算書』

はＡ株式会社が発行したものであり、同計算書から、申立人は、昭和 29 年



 

７月１日からＡ株式会社を退職する59年３月31日までの期間において当社

の従業員であり、船員保険の被保険者であったと思われる。」と述べている。 

さらに、申立人が、Ａ株式会社が所有するＣ丸に乗り込み一緒にＤ国に出

航したとする同僚Ｇは「申立人と一緒にＣ丸に乗り込み、Ｄ国でトロール漁

に従事した。」と供述するところ、同僚Ｇの船員手帳によると、昭和 33 年

７月 11 日に帰国を事由として同国Ｆ市においてＣ丸での勤務を雇止めされ

ていることが確認できるとともに、Ａ株式会社に係る船員保険被保険者名簿

から、同僚Ｇは、申立期間を含み、Ａ株式会社を退社する 34年３月 15日ま

での期間において船員保険の被保険者記録が確認できる。 

加えて、Ａ株式会社が所有するＣ丸がＤ国へ出航した後にＣ丸の僚船とし

て同国へ出航した同社が所有するトロール船（船名は、「Ｈ」）に乗り込ん

だとする同僚Ｉ及びＪも、Ｄ国で漁業に従事した期間は特定できないものの、

Ａ株式会社に係る船員保険被保険者名簿から、いずれの者についても申立期

間を含み、Ａ株式会社を退社するまでの期間において船員保険の被保険者記

録が確認できることから判断すると、申立期間当時、Ｄ国で漁を行ったとさ

れるＣ丸及びＨに乗り込んだ船員については、Ａ株式会社を適用事業所とし

て船員保険に加入していたものと認められる。 

これらを総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち昭和 29 年７月

１日から 34 年３月１日までの期間において、船員保険料を事業主により給

与から控除されていたものと認められる。 

 また、当該期間の標準報酬月額については、申立人と同質性の高い複数の

同僚に係る昭和 29年７月、30年 11月及び 34年２月のＡ株式会社に係る船

員保険被保険者名簿の記録から、29 年７月から 30 年 10 月までは 8,000 円

とし、同年 11月から 34年２月までは 9,000 円とすることが妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る船員保険料を納付する義務を履行したか否

かについては、株式会社Ｂは不明としているが、株式会社Ｂから提出があ

った申立人に係るマイクロフィムの記録及び船員保険被保険者台帳から、

申立人が昭和 29 年４月 30 日に船員保険被保険者の資格を喪失した後、34

年３月１日に同資格を再度取得している旨記録されていることが確認でき

ることから、事業主が社会保険事務所（当時）の記録どおりの資格の喪失

及び取得の届出を行っており、その結果、社会保険事務所は、申立人に係

る 29 年７月から 34 年２月までの期間に係る船員保険料について納入の告

知を行っておらず、事業主は申立人に係る当該期間の船員保険料を納付す

る義務を履行していないと認められる。 

２ 一方、申立期間のうち、昭和 29年４月 30日から同年７月１日までの期間

について、申立人が保管しているＡ株式会社が発行した「退職金その他の計

算書」における入社日が同年７月１日であることから、申立人の当該期間に

係る勤務について確認することができない。 



 

また、申立人は「Ａ株式会社が所有する実習船を下りたことにより昭和

29年４月 30日に船員保険被保険者の資格を喪失したが、その後しばらくの

間は、専門学校の卒業試験及びＫ免許の取得等のためＡ株式会社に勤務して

いなかった。」と述べているところ、Ａ株式会社に係る船員保険被保険者名

簿から、同僚Ｌ及びＭはＡ株式会社が所有する実習船を下りたとする同年５

月 31 日に船員保険被保険者資格を喪失した後、再度資格を取得するまでの

期間について、船員保険の被保険者記録が確認できない上、申立人と一緒に

入社したとする同僚Ｌの船員保険被保険者資格の取得日は 29 年７月１日で

あることが確認できる。 

  さらに、事業主は、当該期間当時の関連資料を保管しておらず、申立人の

船員保険の加入状況及び船員保険料の控除等について供述を得ることがで

きない上、申立人は、給与から船員保険料が控除されていたことを示す給与

明細書等を所持していない。 

  このほか、申立人の当該期間における船員保険料の控除について確認でき

る関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

  これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が船員保険の被保険者として当該期間に係る船員保険料を事業主に

より給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

山口厚生年金 事案 776 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ株式会社における資格取得日に

係る記録を昭和 44 年 11 月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を４万

8,000円とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 20年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 44年 11月１日から同年 12月１日まで 

 私は、昭和 43年４月１日からＢ株式会社Ｃ部Ｄ課に勤務していたが、社

命により 44年 11月１日付けでＡ株式会社に転籍出向となった。 

私が昭和 44 年 11 月１日からＡ株式会社に勤務していたことは、所持し

ている当時の「採用辞令」、「給与辞令」及びＡ株式会社保管の職員台帳に

記録が残っていることから間違いない。 

しかし、厚生年金保険被保険者資格の取得日は 44 年 12 月１日と記録さ

れているので、申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほし

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人から提出された「採用辞令」、「給与辞令」、Ａ株式会社から提出さ

れた申立人に係る昭和 44年 11月分給与台帳及びＢ株式会社から提出された申

立人に係る「転勤者給与支給連絡表」から、申立人がＢ株式会社及び同社の関

連会社に継続して勤務し（昭和 44 年 11月１日にＢ株式会社からＡ株式会社へ

出向）、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主より給与から控除されていた

ことが認められる。 

なお、商業登記簿謄本によると、Ａ株式会社及びＢ株式会社は同一企業では

ないことが確認できるものの、申立期間当時、Ｂ株式会社はＡ株式会社の筆頭

株主であり、両事業所はいずれも事業主が同一人であることが確認できる。 



 

   また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ株式会社における昭

和 44年 12月の健康保険厚生年金保険被保険者原票から、４万 8,000円とする

ことが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、Ａ株

式会社の現在の人事担当責任者は、「申立人に係る厚生年金保険被保険者資格

の取得日を昭和 44年 11月１日とすべきところ、資格取得日を誤った日付けで

ある同年 12 月１日で届出を行ったものと思われる。」と回答しており、申立

人の厚生年金保険被保険者資格の取得日を誤って届け出たことを認めている

ことから、事業主が資格取得日を昭和 44 年 12 月１日として届け、その結果、

社会保険事務所（当時）は、申立人に係る同年 11 月分の厚生年金保険料につ

いて納入の告知を行っておらず、事業主は、申立期間に係る厚生年金保険料を

納付する義務を履行していないと認められる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

山口厚生年金 事案 777 

 

第１ 委員会の結論 

申立人のＡ株式会社Ｂ工場における厚生年金保険被保険者資格取得日は昭

和 27年２月１日、資格喪失日は 28年８月 25日であると認められることから、

申立人に係る厚生年金保険被保険者資格の取得日及び喪失日に係る記録を訂

正することが必要である。 

なお、当該期間に係る標準報酬月額については、8,000円とすることが必要

である。 

また、申立人は、申立期間のうち、昭和 26年 10月 31日から 27年２月１日

までの期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたこ

とが認められることから、申立人のＡ株式会社Ｃ出張所における資格取得日に

係る記録を 26年 10月 31日、資格喪失日に係る記録を 27年２月１日とし、当

該期間の標準報酬月額を 8,000円とすることが必要である。 

なお、事業主が申立人の当該期間に係る厚生年金保険料を納付する義務を履

行していないと認められる。 

さらに、申立人は、申立期間のうち、昭和 28 年８月 25 日から同年９月 21

日までの期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていた

ことが認められることから、申立人のＡ株式会社Ｂ工場における資格喪失日に

係る記録を同年９月 21 日とし、当該期間の標準報酬月額を 8,000 円とするこ

とが必要である。 

なお、事業主が申立人の当該期間に係る厚生年金保険料を納付する義務を履

行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和７年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 26年 10月 31日から 28 年９月 21日まで 

    私は、昭和 24 年 10 月１日にＡ株式会社に入社し、26 年 10 月 31 日に同

社Ｄ出張所から同社Ｃ出張所に転勤となり同社Ｃ出張所Ｅ部で勤務してい

た。 

Ａ株式会社Ｃ出張所Ｅ部での勤務期間中に同社がＦ株式会社Ｇ工場を買

収したので、その要員としてＡ株式会社Ｂ工場で勤務した。 



 

Ａ株式会社Ｃ出張所及び同社Ｂ工場で一緒に勤務していた同僚の名前を

記憶しており、退職するまでの期間において継続して勤務していたことは間

違いないので、申立期間について厚生年金保険の被保険者記録が欠落してい

ることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立人の勤務内容に係る具体的な供述及び複数の同僚の供述から判断す

ると、申立人がＡ株式会社Ｃ出張所から同社Ｂ工場に転勤し、継続して勤

務していたことが認められる。 

   また、Ａ株式会社Ｂ工場に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿には申

立人が一緒に勤務していたとする同僚４人と連番の健康保険整理番号で、申

立人と同姓同名で生年月日の一部が相違し基礎年金番号に統合されていな

い厚生年金保険被保険者記録（資格取得日は昭和 27 年２月１日、資格喪失

日は 28年８月 25日）が確認できる。 

さらに、同僚から｢申立人とは、申立期間当時、一緒に勤務していた。申

立人と同姓同名の者はいなかったと思う。｣旨供述を得ているところ、Ａ株

式会社が保管する組織図から、申立人と同姓同名の者は確認できないことか

ら、当該厚生年金保険の被保険者記録は申立人の記録に相違ないと判断でき

る。 

   これらを総合的に判断すると、事業主は、申立期間のうち、申立人が昭和

27年２月１日に厚生年金保険被保険者の資格を取得し、28年８月 25日に資

格を喪失した旨の届出を社会保険事務所（当時）に行ったことが認められる。 

   なお、当該期間の標準報酬月額については、今回統合する申立人のＡ株式

会社Ｂ工場に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿の記録から、8,000円

とすることが妥当である。 

２ 申立期間のうち、昭和 26年 10月 31日から 27年２月１日までの期間につ

いて、Ａ株式会社が保管する辞令によると、異動日は不明であるが、申立人

が同社Ｄ出張所からＣ出張所（Ｅ部）へ転勤を命じられたことが確認できる。 

また、申立人は、「Ａ株式会社Ｃ出張所Ｅ部での勤務期間中に同社Ｆ株式

会社Ｇ工場を買収した。」と主張しているところ、Ａ株式会社が保管する「＊

周年史」によると、同社がＦ株式会社Ｇ工場を買収したのは昭和 27 年１月

であることが確認できることなどから判断すると、申立人が当該期間におい

て、Ａ株式会社Ｃ出張所に勤務していたことが認められる。 

また、Ａ株式会社Ｃ出張所に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿によ

ると、「申立人とＡ株式会社Ｃ出張所で一緒に勤務していた。」と述べている

同僚は、昭和 26年９月１日に厚生年金保険被保険者の資格を取得し、27年

５月 30 日に資格を喪失していることが確認できる上、申立人が同社Ｃ出張

所で一緒に勤務していたとする複数の同僚は、26年 10月 31日から 27年２



 

月１日までの期間において厚生年金保険の被保険者記録が確認できる。 

これらを総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、昭和 26 年 10

月 31日から 27年２月１日までの期間において、厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたものと認められる。 

さらに、当該期間に係る標準報酬月額については、申立人のＡ株式会社Ｄ

出張所に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿の昭和 26 年９月の記録か

ら、8,000円とすることが妥当である。  

   なお、申立人の当該期間に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の

履行については、Ａ株式会社は「当時の資料が残っていないため不明である。」

と回答しているものの、Ａ株式会社Ｃ出張所に係る健康保険厚生年金保険被

保険者名簿から申立人の氏名及び健康保険番号に欠番が見当たらないこと

から、申立人に係る社会保険事務所の記録が失われたことは考え難い上、申

立人に係る被保険者資格の取得届及び喪失届のいずれの機会においても社

会保険事務所が申立人に係る届出を記録しないとは考え難いことから、事業

主から当該社会保険事務所へ資格の得喪等に係る届出は行われておらず、そ

の結果、社会保険事務所は、申立人に係る昭和 26年 10月 31日から 27年２

月１日までの期間に係る厚生年金保険料について納入の告知を行っておら

ず、事業主はこれらの期間に係る保険料を納付する義務を履行していないと

認められる。 

３ 申立期間のうち、昭和 28 年８月 25 日から同年９月 21 日までの期間につ

いて、申立人を記憶する同僚が、「昭和 28年８月にＡ株式会社Ｂ工場から同

社Ｈ工場に申立人と一緒に転勤し、継続して勤務していた。」と述べている

ことなどから判断すると、申立人は、当該期間においてＡ株式会社Ｈ工場に

勤務し、当該期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたことが認められる。 

また、適用事業所名簿から、Ａ株式会社Ｈ工場は昭和 28年９月 21日に厚

生年金保険の適用事業所に該当することとなっており、当該期間については、

厚生年金保険の適用事業所に該当していないことが確認できるところ、Ａ株

式会社は、「当時の取扱いについては不明であるが、従業員が厚生年金保険

の適用事業所に該当していない当社事業所に転勤する場合、転勤前の事業所

で保険料は継続して控除していたはずである。厚生年金保険の適用事業所に

該当していない期間だけ控除しないということは考え難い。」との回答を得

た。 

これらを総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、昭和 28 年８

月 25日から同年９月 21日までの期間において、厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたものと認められる。 

また、当該期間に係る標準報酬月額については、申立人のＡ株式会社Ｈ工

場に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿の昭和 28 年９月の記録から、



 

8,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人の当該期間に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の

履行については、Ａ株式会社は「当時の資料が残っていないため不明である。」

と回答しており、このほかに確認できる関連資料及び周辺事情は無いことか

ら、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業

主が申立てどおりの被保険者資格の喪失日に係る届出を社会保険事務所に

行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が無いこ

とから、行ったとは認められない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

山口厚生年金 事案 778 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ株式会社における資格取得日に係る

記録を昭和 27 年４月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を 6,000 円とす

ることが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履

行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 大正８年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 27年４月１日から同年５月６日まで 

     私とＢ氏は、昭和 27年３月 20日ごろにＡ株式会社へ入社した。 

私は同社Ｃ部のＤ長として、Ｂ氏はＥ技師として一緒に入社したのに、Ｂ

氏が昭和 27 年４月１日に厚生年金保険被保険者の資格を取得している一方、

私の厚生年金保険被保険者資格の取得日が同年５月６日と記録されている

ことに納得できないので、申立期間について厚生年金保険の被保険者期間と

して認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  Ａ株式会社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿によると、申立人が一

緒に入社したとするＢ氏は昭和 27 年４月１日に厚生年金保険被保険者の資格

を取得していることが確認できるところ、同氏は「申立人と一緒に入社したの

は間違いない。」と供述していることなどから判断すると、申立人が申立期間

において同社に勤務していたことが認められる。 

また、上記の被保険者名簿によると、申立人のほかに５人が昭和 27 年５月

６日に厚生年金保険被保険者の資格を取得していることが確認でき、Ａ株式会

社に係る健康保険厚生年金保険被保険者記号番号払出簿から、当該５人につい

ては厚生年金保険記号番号が連番で払い出されており、前述の被保険者名簿か

ら確認できる生年月日及び標準報酬月額から新卒者であると推認できるとこ

ろ、当該５人のうち一人は「中学校を卒業後に入社した。１か月間程度の見習



 

期間があったと思う。一緒に入社した者が４人から５人いたが、その中に申立

人はいなかったと思う。」と供述している。 

さらに、申立人は、「Ａ株式会社Ｃ部のＤ長として入社した。」と主張してい

るところ、法人登記簿から昭和 36年９月 30 日に取締役に就任していることが

確認できる者は、「申立人は会社に多大な貢献をした人物であり、新卒者と同

様に見習期間があったとは考え難く、同時期に入社したとするＢ氏と厚生年金

保険被保険者資格の取得日が異なる事情は無いと思う。」と供述している。 

これらを総合的に判断すると、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

  また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ株式会社に係る昭和

27年５月の健康保険厚生年金保険被保険者名簿から、6,000円とすることが妥

当である。 

なお、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履

行については、適用事業所名簿において、当該事業所は平成 11年６月 16日に

厚生年金保険の適用事業所に該当しなくなっており、当時の事業主は既に他界

しているため申立期間当時の状況について資料及び供述を得ることができず、

ほかに確認できる関連資料及び周辺事情は無いことから、明らかでないと判断

せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業

主が申立てどおりの被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険事務所（当

時）に対して行ったか否かについては、これを確認できる資料及び周辺事情

が無いことから、行ったとは認められない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

山口厚生年金 事案 781 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る船員保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ株式会社における資格取得日に係る

記録を昭和 28年７月 21日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を 4,000円とす

ることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の船員保険料を納付する義務を履行

したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和５年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 28年７月 21日から 29 年３月１日まで 

    私は、昭和 28年７月 21日からＡ株式会社が所有するＢ丸にＣとして乗り

込み、同社が所有する僚船のＤ丸とともにＥ以西底引き漁に従事していた

ところ、同年 12月にＢ丸がＦ沖で座礁、沈没したため、その後は引き続き

Ｄ丸に乗り込んだ。 

私のＡ株式会社における船員保険被保険者資格の取得日は昭和 29年３月

１日と記録されているが、28年７月 21日に同社が所有するＢ丸に乗り込む

と同時に船員保険に加入したはずなので、申立期間を船員保険の被保険者

期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立人が所有する船員手帳の記録及び同僚の供述から判断する

と、昭和 28 年７月 21 日から同年 12 月 11 日までの期間についてはＡ株式会

社が所有するＢ丸に、同年 12 月 11 日から 29 年８月 11 日までの期間につい

ては同社が所有するＤ丸に雇入れされ、それぞれＣとして継続して勤務して

いたことが認められる。 

また、Ａ株式会社に係る船員保険被保険者名簿から、申立期間当時の船員

保険の被保険者記録が確認でき、Ａ株式会社が所有するＢ丸又はＤ丸に乗り

込んでいたとする複数の同僚は、「船員保険には乗船と同時に乗組員全員が加

入していた。」と供述している上、前述の被保険者名簿から、申立期間当時の



 

船員保険の被保険者記録が確認でき、申立期間当時、同社が所有する別の船

舶に乗り込んでいたとする複数の同僚も、「船員保険には乗船と同時に乗組員

全員が加入していた。」と供述している。 

さらに、申立人及び複数の同僚の供述から、申立期間当時、Ａ株式会社に

は約 100 人の船員が勤務していたことが推認できるところ、同社に係る船員

保険被保険者名簿から確認できる当時の被保険者数は 101 人であり、船員数

と被保険者数がおおむね一致していることから判断すると、同社では、当時

ほぼすべての船員について船員保険に加入させる取扱いとしていたことが推

認できる。 

これらを総合的に判断すると、申立人は、申立期間において、船員保険料

を事業主により給与から控除されていたものと認められる。 

また、申立期間に係る標準報酬月額については、申立人のＡ株式会社が所有

するＢ丸及びＤ丸に係る船員手帳に記載されている給与額から、4,000円とす

ることが妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かについ

ては、Ａ株式会社は既に解散しており、事業主も死亡していることから供述を

得ることができず不明であり、このほかに確認できる関連資料及び周辺事情は

無いことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主

が申立てどおりの被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険事務所（当時）

に行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情はないこ

とから、行ったとは認められない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

山口厚生年金 事案 782 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る船員保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ株式会社における資格取得日に係る

記録を昭和 31年７月 11日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を 7,000円とす

ることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の船員保険料を納付する義務を履行

したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 12年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 31年７月 11日から同年９月１日まで 

    私は、昭和 31年７月 11日にＡ株式会社に入社し、同年７月 13日から 32

年５月 22日までの期間について、同社が所有するトロール漁船Ｂ丸に船員

として乗り込んだ。 

私の船員保険被保険者資格の取得日は昭和 31年９月１日と記録されてい

るが、Ａ株式会社に入社と同時に船員保険に加入したはずなので、申立期

間を船員保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

事業主が発行した在籍証明書並びに申立人が所有する船員手帳の記録及び

複数の同僚の供述から判断すると、申立人は、昭和 31 年７月 11 日にＡ株式

会社に入社し、同年７月 13日から 32年５月 22日までの期間において、同社

が所有するＢ丸にＣとして乗り込み、継続して勤務していたことが認められ

る。 

また、Ａ株式会社に係る船員保険被保険者名簿から、申立期間当時、船員

保険の被保険者記録が確認できる同僚のうち、同社が所有するＢ丸に乗り込

んでいたとする複数の同僚は、Ａ株式会社の入社日と船員保険被保険者資格

の取得日は一致していると供述している上、申立期間当時、同社へ入社し同

社が所有する別の船舶に乗り込んでいたとする複数の同僚も、同社の入社日

と船員保険被保険者資格の取得日は一致していると供述していることから判



 

断すると、同社では、当時、入社と同時に船員を船員保険に加入させる取扱

いとしていたことが推認できる。 

これらを総合的に判断すると、申立人は、申立期間において、船員保険料

を事業主により給与から控除されていたものと認められる。 

また、申立期間に係る標準報酬月額については、申立人のＡ株式会社におけ

る昭和 31 年９月の船員保険被保険者名簿から、7,000 円とすることが妥当で

ある。 

なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かについ

ては、事業主は不明としており、このほかに確認できる関連資料及び周辺事情

は無いことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主

が申立てどおりの被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険事務所（当時）

に行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情はないこ

とから、行ったとは認められない。 

 



 

山口国民年金 事案 578 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の平成９年４月から 10 年２月までの期間、12 年６月から同年 11

月までの期間及び 17 年１月から同年４月までの期間の国民年金保険料に

ついては、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日  ： 昭和 43 年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間  ： ① 平成９年４月から 10 年２月まで 

          ② 平成 12 年６月から同年 11 月まで 

          ③ 平成 17 年１月から同年４月まで 

 平成９年３月末にＡ株式会社を退職する際に国民年金に加入しなけれ

ばいけないと説明を受け、会社が書類を取り寄せてくれ、加入手続を行

ったと記憶している。 

最初に届いた「ねんきん特別便」では国民年金保険料を一部しか納付

していないと記載されていたので、再度確認をお願いしたところ、納付

月数ゼロの回答票が届いた。 

国民年金保険料はすべて口座振替で納付しており、未納があることは

納得できない上、内容の異なる回答票が届いたことは納得できないので

調査してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は国民年金の加入手続について、「会社が書類を取り寄せてくれ、

自分が記入したと思う。市役所に行った記憶は無い。平成 17 年１月末に

仕事を退職した後に市役所へ行った記憶はある。」と述べているところ、

Ｂ市の国民年金被保険者名簿によると、申立人の資格記録に係る届出日は

同年４月 12 日であることが確認できる上、オンライン記録によると、12

年８月 21 日、14 年２月 20 日及び 17 年３月 24 日の３度にわたって取得

勧奨が行われていることから、申立人は同年４月 12 日に初めて国民年金

の加入手続を行ったものと推認され、申立期間①及び②は国民年金保険料

を納付することができない期間である。 



 

  

また、Ｃ健康保険組合及びＤ健康保険組合によると、申立人は平成９年

４月１日から 10 年３月 18 日までの期間及び 12 年６月１日から同年 12 月

12 日までの期間について、健康保険の任意継続被保険者となっているこ

とから、申立人の申立期間①及び②に係る加入手続に関する記憶は、当該

任意継続の加入手続に関する記憶である可能性もある。 

さらに、申立人が国民年金保険料の口座振替の手続を行った事跡は見当

たらず、オンライン記録によると、平成 17 年７月及び８月に納付督励が

行われ、18 年 11 月 10 日に納付書が発行されていることから、申立人が

申立期間③に係る国民年金保険料を口座振替で納付していたとは考え難い。 

加えて、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付したことを示す関連

資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の国民年金保険料

を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情等を総合的に

判断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認

めることはできない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

  

山口国民年金 事案 579 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 50 年２月及び同年３月の国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 28 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 50 年２月及び同年３月 

昭和 50 年２月 11 日に厚生年金保険の被保険者資格を喪失すると同時

に国民年金への加入手続をした。 

国民年金の被保険者資格の得喪の届出は、その都度行い、保険料を納

付していたので、申立期間の保険料のみが未納となっていることは納得

できない。 

なお、昭和 50 年２月 26 日に、Ａ市Ｂ町からＣ市Ｄ町＊番地に転居し

ている。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 50 年２月 11 日に厚生年金保険の資格を喪失すると同時

に国民年金への加入手続を行ったと供述しているが、国民年金受付処理簿

兼国民年金手帳払出簿から、申立人の国民年金手帳記号番号は、50 年４

月 30 日に任意加入による資格取得（資格取得日は 50 年４月 30 日）で払

い出されていることが確認できることから、申立期間は国民年金の任意加

入期間における未加入期間であり、制度上、国民年金保険料を納付できな

い。  

また、申立人は、昭和 50 年２月 26 日にＡ市からＣ市に住所移動してい

るが、両市で確認しても、申立期間において別の国民年金手帳記号番号が

払い出されたことをうかがわせる事情も見当たらない。 

さらに、申立人の加入手続及び保険料納付に関する記憶は曖昧
あいまい

である上、

申立人が申立期間に係る国民年金保険料を納付していたことを示す関連資

料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の国民年金保険料を



 

  

納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

  

山口国民年金 事案 580                       

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の平成元年７月から３年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 44 年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成元年７月から３年３月まで 

私は、申立期間当時は学生であり、国民年金の加入手続及び保険料の

納付には関与していないが、母から「学生であっても、20 歳になれば

国民年金保険料を納付しなければならないと法律で決まったことから、

国民年金に加入し、保険料を納付した。」と聞いており、国民年金保険

料を納付したはずなので調査してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の国民年金手帳記号番号は、国民年金手帳記号番号払出簿の前後

の番号における任意加入者の資格取得日により、平成３年４月ごろ払い出

されたと推認されるところ、申立期間当時、申立人は学生であり、この時

点において 20 歳までさかのぼって資格取得することができないため、申

立期間は未加入期間となっている。このことは、申立人の国民年金被保険

者資格が同年４月１日になっていることからも確認できる。 

また、学生が国民年金に強制加入する制度が始まったのは、平成３年４

月１日であり、申立期間当時の制度として、国民年金に任意加入すること

は可能であったが、申立期間において、申立人に別の国民年金手帳記号番

号が払い出されていたことをうかがわせる事情は見当たらない。 

以上から、申立期間は未加入期間であり、制度上、国民年金保険料を納

付することができない。 

さらに、申立人の父は、「申立人が 20 歳になった時、Ａ町役場から国

民年金の加入及び保険料の納付について通知が送付された。」と述べてい

るが、申立人が 20 歳になった平成元年＊月時点では、申立人は、住民票

をＢ市に移していることから、Ａ町から国民年金の加入及び保険料の納付



 

  

について通知が送付されたとは考え難い。 

加えて、申立人は、申立期間について、国民年金の加入手続及び保険料

の納付に関与しておらず、申立人の国民年金保険料を納付したとする申立

人の母は既に死亡していることから、申立期間当時の国民年金保険料の納

付状況が不明である上、申立人及び申立人の母が、申立人の国民年金保険

料を納付したことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほか

に国民年金保険料を納付したことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

  

山口国民年金 事案 581                       

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 39 年４月から 44 年 11 月までの国民年金保険料について

は、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和９年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 39 年４月から 44 年 11 月まで 

私は、Ａ市Ｂ区Ｃ町に転居した昭和 39 年３月ごろ、自治会又は婦人

会から勧められ、同年４月ごろ国民年金の加入手続をし、保険料を自宅

で集金人に納付した。 

私の年金記録では、国民年金の資格を取得した日は昭和 46 年２月１

日となっているが、実際は、39 年４月から国民年金に加入し、Ｄ事業

所に就職した 44 年 12 月までの期間は国民年金保険料を納付したはずな

ので調査してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の国民年金手帳記号番号は、国民年金手帳記号番号払出簿から、

昭和 46 年１月ごろ払い出されていることが手帳発行日及び同払出簿の前

後の番号における任意加入者の資格取得日により確認でき、その時点では、

申立期間のうち 39 年４月から 43 年９月までの期間に係る国民年金保険料

は時効により納付することができない上、申立人に対し、申立期間を納付

可能な別の国民年金手帳記号番号が払い出されていたことをうかがわせる

事情も見当たらない。 

また、申立期間は 69 か月間と長期間であり、このような長期間にわた

り、納付記録が毎回連続して欠落することは考え難い上、申立人は、申立

期間における国民年金の加入手続及び保険料納付について具体的な記憶が

無く、申立期間当時の国民年金保険料の納付状況は不明である。 

加えて、申立人が、申立人の国民年金保険料を納付したことを示す関連

資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに国民年金保険料を納付した

ことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 



 

  

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

  

山口国民年金 事案 583 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の平成元年１月から３年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 44 年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 平成元年１月から３年３月まで 

    私は、社会保険事務所（当時）に、申立期間について国民年金保険料

の納付記録を照会したところ、加入及び納付の事実が確認できないと

の回答を得た。 

20 歳となった時、私はＡにある学校の学生であったため、母が自宅

のあるＢ町役場で国民年金の加入手続を行い、国民年金保険料を納付

してくれていたと記憶している。また、平成３年＊月に 20 歳となった

学生の弟についても、同様に母が国民年金保険料を納付し、納付記録

が確認できるので、私の国民年金保険料の納付記録が無いことに納得

ができない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   オンライン記録によると、申立人に払い出されている年金記号番号は、

平成３年４月１日に初めて厚生年金保険の被保険者となった際の厚生年

金保険被保険者記号番号（基礎年金番号と同じ）であり、申立期間にお

いて国民年金手帳記号番号が払い出されていることは確認できず、ほか

に、申立期間において申立人に別の国民年金手帳記号番号が払い出され

たことをうかがわせる事情も見当たらないことから、申立期間は未加入

期間となり、制度上、国民年金保険料を納付することはできない。 

また、申立人は、申立人と同様に申立人の母が国民年金保険料の納付

をしていたとする申立人の弟には納付記録が確認できることから、申立

人の保険料についても納付されていたと主張しているところ、学生の国



 

  

民年金への強制加入は平成３年４月からであり、学生であった申立人の

弟が 20 歳になったのは、同年＊月であることから、申立人の弟は強制加

入対象者となる。一方、申立人が学生であった申立期間は任意加入対象

であり、その加入条件が異なっている。 

さらに、申立人は、国民年金の加入手続及び保険料納付に直接関与し

ておらず、これらを行ったとする申立人の母は、当時の保険料額を覚え

ていないとしている上、申立人が住民票を申立期間の途中に当たる平成

２年３月にＢ町からＣ市に移動しており、保険料の納付先等が変更して

いると考えられるものの、納付先等が変更となった事情を承知していな

いなど、保険料の納付状況の記憶も曖昧
あいまい

である。 

加えて、申立人の母が申立人の国民年金保険料を納付したことを示す

関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに国民年金保険料を納

付したことうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認

めることはできない。 

 



 

  

山口国民年金 事案 584 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 36 年５月から 38 年 12 月までの国民年金保険料について

は、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 大正 13 年生 

住    所 ：  

  

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 36 年５月から 38 年 12 月まで 

    私は、社会保険事務所（当時）に、申立期間について国民年金保険料

の納付記録を照会したところ、加入及び納付の事実が確認できないと

の回答を得た。 

私は申立期間、Ａ株式会社のアパートに住んでいた。Ｂ市（現在は、

Ｃ市）の職員から同アパートの入居者に対して国民年金に加入するよ

う勧められ、国民年金に加入した。保険料は、近所の婦人会の集金人

の方がアパートに集金に来ていたことを記憶している。 

保管している国民年金手帳の印紙検認記録の昭和 36 年度欄の 37 年

１月から同年３月に検認印があるので、申立期間の納付記録を訂正し

てほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、昭和 39 年１月 20 日に任意加入者として国民年金の資格を取

得しており、その際の国民年金手帳記号番号は、国民年金記号番号払出

簿によると、39 年１月 29 日にＢ市から払い出されていることが確認でき、

払出時点では、申立期間にさかのぼって資格取得することができないこ

とから、申立期間は未加入期間となり、さかのぼって保険料を納付する

ことはできない。 

また、申立期間において申立人に別の国民年金手帳記号番号が払い出

されていることをうかがわせる事情は見当たらない。 

さらに、申立人は保険料は婦人会に納付していたとしているが、Ｃ市



 

  

が保管している昭和 36 年度から 38 年度の国民年金納付台帳に申立人の

名前は見られない。 

加えて、申立人が所持する国民年金手帳の印紙検認記録について、

「36」を二重線で抹消し「38」と手書きで改変し、昭和 38 年度の検認記

録として利用していることについて、申立人は、申立期間の 36 年度に納

付した記録であると主張しているところ、検認記録欄の４月分から 12 月

分の検認記録は無く、１月分から同年３月分を昭和 39 年４月 20 日にＢ

市が検認押印した記録であることが確認できる上、同手帳の印紙検認台

紙（右側）は、制度上、翌年度に前年度分の印紙検認台紙を切り離すこ

ととされているところ、39 年４月の契印が押され切り離されていること

から、38 年度に納付された記録であることが確認できる。このほか、上

記のとおり 38 年度に改変されて使用されている国民年金印紙検認記録の

４月から 12 月までの欄には「ここに印紙をはらないで下さい。」と押印

されていることからも、同期間は国民年金の未加入期間であることが確

認できる。    

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に

判断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと

認めることはできない。 

 

 



  

山口厚生年金 事案 779 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、船員保険被保険者として船員保険料を事

業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日  ： 昭和４年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： 昭和 19 年 10 月から 22 年５月まで 

私は、申立期間において、Ａ株式会社が所有するＢ丸(ＣとＤ間を運

航する定期客船)に乗り込んで、Ｅとして勤務していた。 

当時は陸路の交通事情が悪く、戦争中でも、物資及び人の移動は海

路で行っていた。 

私が、Ａ株式会社が所有するＢ丸に乗り込んでいたことは間違いな

いので、申立期間を船員保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

複数の同僚の供述から判断すると、申立人は、申立期間のうち、昭和

20 年 11 月ころから 22 年５月ころまでの期間において、Ａ株式会社が所

有するＢ丸に乗り込んでいたことが推認できる。 

しかしながら、Ａ株式会社が保管するＢ丸に係る船員名簿において、

申立期間中に８人の乗組員が確認できるものの、同名簿には申立人の名

前は無い。 

また、Ａ株式会社が所有するすべての船舶に係る船員保険被保険者名

簿を確認したところ、Ｂ丸に係る船員保険被保険者名簿からは、申立人

及び前述の８人の申立期間における船員保険の被保険者記録は確認でき

ず、申立人が記憶する同社が所有するＦ丸及びＧ丸を含む他の船舶に係

る船員保険被保険者名簿にも申立人の名前は無い。 

さらに、申立人は船員手帳を保持しておらず、Ａ株式会社は昭和 20 年

７月の空襲で本社社屋を焼失しているため関連資料が保存されておらず、

申立人の申立期間における船員保険の加入状況及び船員保険料の控除等

について確認できない。 



  

加えて、申立人が申立期間において船員保険料を事業主(船舶所有者)

により給与から控除されていたことを確認できる給与明細書等の資料は

無い。 

   このほか、申立人の申立期間における船員保険料の控除について確認

できる関連資料及び周辺事情は無い。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断する

と、申立人が船員保険被保険者として申立期間に係る船員保険料を事業

主により給与から控除されていたことを認めることはできない。  

   なお、Ａ株式会社に係る商業登記簿において、昭和 18 年５月 29 日に

取締役に就任し、26 年６月 22 日に代表取締役に就任しているＨ氏は、同

社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿において、厚生年金保険被

保険者の資格を 27年６月１日に取得していることが確認できるとともに、

当該被保険者名簿に申立人の氏名は確認できず、健康保険整理番号に欠

番も無い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



  

山口厚生年金 事案 780 
 
第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、船員保険被保険者として船員保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 
 
第２ 申立の要旨等 
  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 大正 15 年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 21 年８月 17 日から 22 年２月１日まで 

私は昭和 21 年８月 17 日にＡ株式会社（現在は、株式会社Ｂ）Ｃ支

社Ｄ事業部に船員として採用され、22 年２月１日に陸上勤務社員とな

るまでの期間において、予備船員としてＥ氏、Ｆ氏、Ｇ氏及びＨ氏と

一緒に船員の食糧品倉庫で作業に従事していた。 

当時、Ａ株式会社では人事労務管理を事業部ごとに行っており、申

立期間後ではあるが、私が同社Ｃ支社Ｄ事業部で船員保険の加入手続

を担当していたときには予備船員も船員保険に加入させていたので、

私も申立期間は船員保険に加入しているはずである。 

申立期間について、船員保険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が所持するＡ株式会社Ｃ支社の社員台帳の写しから、申立人が

昭和 21 年８月 17 日に「船員」として入社し、22 年２月１日に「Ｉ部雇

員」となっていることが確認できる。 

しかし、申立期間当時のＡ株式会社Ｃ支社に係る船員保険被保険者名

簿は船舶名ごとに作成されているところ、申立人は、船に乗り込んでお

らず、船舶名を特定できない上、Ｅ氏、Ｆ氏、Ｇ氏及びＨ氏は既に他界

しているため船舶名及び船員保険の加入状況に関する証言を得られず、

申立人及び当該４人について、申立期間における船員保険の被保険者記

録を確認することはできない。 

また、Ａ株式会社Ｃ支社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿に

よると、申立人が「自分より半年前に入社していた。」とするＥ氏は、

申立人と連番の厚生年金保険記号番号で昭和 22年２月１日に厚生年金保



  

険被保険者の資格を取得しており、Ｇ氏、Ｆ氏及びＨ氏は同日以降に厚

生年金保険被保険者の資格を取得していることが確認でき、申立期間に

おいて当該事業所に係る厚生年金保険被保険者の資格を取得している者

はいない。 

さらに、株式会社Ｂには申立期間当時の資料は保存されておらず、申

立期間当時の労務担当者も既に他界しているため、申立人に係る船員保

険の加入状況及び船員保険料の控除等について確認できる関連資料及び

供述を得ることができず、ほかに証言を得られる同僚もいない。 

このほか、申立人の申立期間における船員保険料の控除について確認

できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が船員保険被保険者として申立期間に係る船員保険料を事業主に

より給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



  

山口厚生年金 事案 783 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、すべての申立期間について、船員保険被保険者として船員

保険料を各事業主により給与から控除されていたと認めることはできな

い。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 22 年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ①昭和 39 年９月 25 日から同年 11 月 20 日まで 

②昭和 39 年 11 月 20 日から 40 年１月 25 日まで 

③昭和 40 年１月 25 日から同年８月１日まで 

私は、申立期間①については、Ａ所有のＢ丸にＣとして、申立期間②

については、Ｄ所有のＥ丸にＦとして、申立期間③については、Ａ所有

のＢ丸にＣとしてそれぞれ乗り込んでいた。 

私が所有している船員手帳には、すべての申立期間の雇入れに係る記

録が記載されているのに、申立期間①及び②については船員保険の被保

険者記録が無く、申立期間③については船員保険被保険者資格の取得日

が昭和 40 年８月１日と記録されていることに納得できない。 

すべての申立期間について、船員保険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立期間①について、申立人が所有する船員手帳の記録及び複数の

同僚の供述から判断すると、申立人は、Ａ所有のＢ丸にＣとして雇入

れされていたことが推認できる。 

    しかし、適用船舶名簿から、船舶所有者であるＡが船員保険の適用

事業所に該当することとなったのは、昭和 40 年８月１日であり、申立

期間①当時、Ａ所有のＢ丸は、船員保険の適用船舶ではなかったこと

が確認できる。 

    また、事業主であるＡは、申立期間①について船員保険の加入状況

及び船員保険料の控除等に係る記憶が無く、Ａが所有するＢ丸に係る

船舶所有者別被保険者名簿から、当該船舶が船員保険の適用事業所に



  

該当することとなった昭和 40年８月１日において船員保険の被保険者

記録が確認できる複数の同僚は、申立期間①当時、当該船舶に乗り込

んでいたとするものの、船員保険料の控除について確認できる供述を

得ることができない。 

    このほか、申立人の申立期間①における船員保険料の控除について

確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

  ２ 申立期間②について、申立人が所有する船員手帳の記録及び複数の

同僚の供述から判断すると、申立人は、Ｄ所有のＥ丸にＦとして雇入

れされていたことが推認できる。 

    しかし、適用船舶名簿から、船舶所有者であるＤが船員保険の適用

事業所に該当することとなったのは、昭和 40 年９月１日であり、申立

期間②当時、Ｄ所有のＥ丸は、船員保険の適用船舶ではなかったこと

が確認できる。 

    また、事業主であるＤは、「Ｅ丸が船員保険の適用船舶に該当するこ

ととなった昭和 40 年９月１日からは、乗組員の給与から船員保険料を

控除したが、それ以前は船員保険料を控除していない。」と供述してい

る上、Ｄが所有するＥ丸に係る船舶所有者別被保険者名簿から、当該

船舶が船員保険の適用事業所に該当することとなった昭和 40年９月１

日において船員保険の被保険者記録が確認できる複数の同僚は、申立

期間②当時、当該船舶に乗り込んでいたとするものの、船員保険料の

控除について確認できる供述を得ることができない。 

    このほか、申立人の申立期間②における船員保険料の控除について

確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

  ３ 申立期間③について、申立人が所有する船員手帳の記録及び複数の

同僚の供述から判断すると、申立人は、Ａ所有のＢ丸にＣとして雇入

れされていたことが推認できる。 

    しかしながら、適用船舶名簿から、船舶所有者であるＡが船員保険

の適用事業所に該当することとなったのは、昭和 40 年８月１日であり、

申立期間③当時、Ａ所有のＢ丸は、船員保険の適用船舶ではなかった

ことが確認できる。 

    また、事業主であるＡは、申立期間③について船員保険の加入状況

及び船員保険料等に係る記憶が無く、Ａが所有するＢ丸に係る船舶所

有者別被保険者名簿から、当該船舶が船員保険の適用事業所に該当す

ることとなった昭和 40年８月１日において船員保険の被保険者記録が

確認できる複数の同僚は、申立期間③当時、当該船舶に乗り込んでい

たとするものの、船員保険料の控除について確認できる供述を得るこ

とができない。 

    このほか、申立人の申立期間③における船員保険料の控除について



  

確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

  ４ これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断する

と、申立人が船員保険被保険者としてすべての申立期間に係る船員保

険料を各事業主により給与から控除されていたことを認めることはで

きない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



  

山口厚生年金 事案 784 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和９年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 26 年から 27 年までの期間のうち 10 か月間 

私は、申立期間に勤務したＡ株式会社（現在は、Ｂ株式会社）では、

Ｃ、Ｄ及びＥ作業などに従事しており、厚生年金保険に加入し、上司

から厚生年金保険被保険者証の交付を受けた記憶がある。 

申立期間後に勤務したＦ株式会社に入社する時に、厚生年金保険被

保険者証を提出したことを記憶していることから、Ａ株式会社におい

て厚生年金保険に加入していたはずである。 

申立期間について、調査の上、厚生年金保険の被保険者期間として

認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、Ａ株式会社における通勤方法及び作業内容などについて詳

細に記憶している上、同社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿に

より、申立人が記憶している当時の上司の氏名を確認できることなどか

ら判断すると、期間は不明であるものの、申立人は同社の業務に従事し

ていたことがうかがえる。 

しかし、Ａ株式会社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿から、

申立人が記憶している同僚二人について、厚生年金保険の被保険者記録

が確認できず、厚生年金保険料の控除について確認できる供述も得られ

ない。 

また、申立人は、「申立期間に申立事業所においてＤ作業等に従事しし

ていた。」と供述しているところ、Ａ株式会社に係る健康保険厚生年金保

険被保険者名簿から、当時、厚生年金保険の被保険者記録が確認できる複

数の同僚は、「当時、申立人は、臨時雇用職員としてＤ作業等に従事し、



  

臨時雇用職員は厚生年金保険に加入していなかった。」と供述しているこ

とから判断すると、申立人は申立期間において、申立事業所で臨時雇用職

員として勤務していたものと推認できる。 

さらに、前述の被保険者名簿から、当時、厚生年金保険の被保険者記録

が確認できる別の同僚は、「当時、Ａ株式会社では事務職や現場管理者は

厚生年金保険に加入していたが、それ以外の作業に従事していた者は、仮

に正社員であっても厚生年金保険に加入していなかった。正社員全員が厚

生年金保険に加入できるようになったのは、労働組合が設立された昭和

42 年１月以降である。」と供述している上、Ｂ株式会社は、「正社員全員

が厚生年金保険に加入したのは、労働組合が設立された昭和 42 年１月以

降である。」と回答していることから判断すると、当時、Ａ株式会社では、

すべての従業員について、必ずしも厚生年金保険に加入させていたとは限

らない状況がうかがえる。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料、周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



  

山口厚生年金 事案 785    

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 17 年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 34 年 11 月 26 日から 39 年３月 31 日まで 

私は、社会保険事務所（当時）に、Ａ株式会社に係る厚生年金保険

の被保険者記録を照会したところ、申立期間の厚生年金保険の被保険

者記録が確認できないとの回答を得た。 

昭和 34 年 11 月 26 日から 44 年５月 21 日までの期間において、Ａ株

式会社に勤務したが、申立期間について厚生年金保険の被保険者記録

が無い。一緒に勤務していた私の３歳上の兄は、同社において 30 年

12 月から厚生年金保険の被保険者記録があるので、申立期間を厚生年

金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   雇用保険の被保険者記録及び申立人が記載した給与の支給記録等から

判断すると、申立人は、申立期間において、Ａ株式会社に勤務していた

ことが推認できる。 

   しかし、Ａ株式会社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿におい

て、申立人と同日の昭和 39 年４月１日に厚生年金保険被保険者の資格を

取得したことが確認できる複数の同僚は、「申立人が現場職員として勤務

していたことは知っている。当時、入社後、多くの現場職員はしばらく

の間は日雇いの待遇であり、日雇職員であった間は、日雇労働者健康保

険に加入し、厚生年金保険には加入させてもらえなかったと思う。」と供

述しているところ、申立人が記載した申立期間当時の勤務日数及び給与

の支給記録から申立期間に係る給与の控除の内訳を試算すると、厚生年

金保険料ではなく、日雇労働者健康保険料が控除されていたことが推測

される。 



  

   また、Ａ株式会社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿から、厚

生年金保険の被保険者記録が確認できる複数の同僚について、厚生年金

保険被保険者資格の取得時期とそれぞれが供述する入社時期が一致して

いないことが確認できることから判断すると、当時、申立事業所では従

業員について、必ずしも入社と同時に厚生年金保険に加入させていたと

は限らない状況がうかがえる。 

さらに、Ａ株式会社に係る健康保険厚生年金被保険者名簿及び申立人が

所持している厚生年金保険被保険者証によると、申立人が初めて厚生年金

保険被保険者の資格を取得したのは昭和 39 年４月１日であり、オンライ

ン記録と一致していることが確認できる。 

   このほか、厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていた事

実を確認できる給与明細書等の資料は無く、ほかに申立人が申立期間に

おける厚生年金保険料の控除について確認できる関連資料及び周辺事情

は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 

 



  

山口厚生年金 事案 786    

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 16 年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 52 年４月から 60 年８月まで 

私は、社会保険事務所（当時）に、Ａ株式会社に係る厚生年金保険

の被保険者記録を照会したところ、申立期間の被保険者記録が確認で

きないとの回答を得た。 

昭和 52 年４月末から 60 年８月までの期間において、Ａ株式会社Ｂ

支店において、Ｃ業の現場主任として勤務した。当時、Ａの社名の入

った健康保険被保険者証とオレンジ色の年金手帳を所持していた記憶

があり、申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   雇用保険の被保険者記録、及び申立人が記憶している上司及び複数の

同僚は、申立期間においてＡ株式会社に係る健康保険厚生年金保険被保

険者名簿で名前を確認できることから判断すると、申立人は、Ａ株式会

社Ｂ支店において勤務していたことが推認できる。 

   しかし、Ａ株式会社は、「現場の作業員は、日雇労働者として取り扱っ

ており、厚生年金保険には加入させていない。」と回答しており、申立人

を記憶する者も「当時、現場の作業員は日雇の様な雇用形態であった。

正社員ではないので、厚生年金保険には加入していなかったと思う。」と

供述している。 

また、Ａ株式会社の申立期間当時に係る健康保険厚生年金保険被保険者

名簿に申立人の名前は無く、健康保険の整理番号にも欠番は見当たらない。 

   さらに、オンライン記録によると、申立人は申立期間において、国民

年金に加入し、国民年金保険料の納付免除を申請していることが確認で

きる。 



  

   このほか、厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたこ

とを確認できる給与明細書等の資料は無く、ほかに申立人が申立期間に

おける厚生年金保険料の控除について確認できる関連資料及び周辺事情

は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 



  

山口厚生年金 事案 787    

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 12 年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 35 年９月１日から 36 年１月１日まで 

私は、社会保険事務所（当時）に、厚生年金保険の被保険者記録を

照会したところ、申立期間の被保険者記録が確認できないとの回答を

得た。 

昭和 35 年９月から同年 12 月末までの期間において、Ａ市Ｂ区Ｃに

あった株式会社Ｄ（又は、Ｄ株式会社）において、正社員のＥとして

勤務した記憶があるので、申立期間を厚生年金保険の被保険者期間と

して認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間において、Ａ市Ｂ区Ｃの株式会社Ｄ又はＤ株式会

社に勤務していたと主張しているが、事業所記号簿によると、当該名称

の事業所について厚生年金保険の適用事業所であったことが確認できな

い。 

   また、商業登記簿から、いずれの名称においても該当する事業所を確

認することができない。 

   さらに、申立人が記憶している同僚について、申立事業所に係る厚生

年金保険の被保険者記録は認められない上、この同僚は既に死亡してお

り、申立人の申立期間における勤務実態及び厚生年金保険料の控除等に

ついて確認することができない。 

   なお、所在地が異なるものの同じＡ市にあった申立事業所と類似する

名称の事業所に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿に申立人の名前

は無く、健康保険の整理番号に欠番は見られない。 

   このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について

確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 



  

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



  

山口厚生年金 事案 788 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 42 年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成元年４月１日から同年８月 21 日まで 

私は、社会保険事務所（当時）に、厚生年金保険の被保険者記録を

照会したところ、申立期間の被保険者記録が確認できないとの回答を

得た。 

申立期間は、Ａ学校に臨時職員として任用されていたが、厚生年金

保険には未加入となっている。その後に任用されたＢ県の複数の学校

で臨時職員として勤務した期間は、厚生年金保険に加入していること

から、申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人が保管している人事異動通知書及びＣ事業所が発行した履歴証

明書から、申立人が申立期間において、Ａ学校の職員として臨時的に任

用されていたことが確認できる。 

   しかし、Ｃ事業所の厚生年金担当部署は、「当時の厚生年金保険の加

入については、各事務所単位で行っていた。保存年限を経過しているた

め資料等は残っておらず、申立人に係る厚生年金保険の加入手続及び保

険料控除については不明である。」としているところ、申立期間当時、

Ａ小学校を管轄していたＤ事務所は既に廃止されており、当時の担当者

も臨時的任用職員に係る社会保険の取扱いを記憶していないと述べてい

ることから、申立人の申立期間に係る厚生年金保険の加入状況及び厚生

年金保険料の控除等について確認できる関連資料を得ることができない。 

また、Ｃ事業所の厚生年金担当部署に係る職員名簿において、申立期間

当時、臨時的任用職員であったことが確認できる複数の者は、申立人と同

様に２か月を超えて任用する旨発令されているところ、オンライン記録に



  

よると、Ｄ事務所に係る厚生年金保険の被保険者記録が確認できないこと

から判断すると、当該事務所においては、臨時的任用職員の厚生年金保険

の加入手続について、統一的な事務処理が行われておらず、必ずしも全員

を厚生年金保険に加入させていたとは限らない状況がうかがえる。 

さらに、申立人が申立期間における厚生年金保険料を給与から控除され

ていたことを確認できる給与明細書等の資料が無い。 

加えて、オンライン記録によると、申立人は申立期間において、国民年

金に加入し保険料を納付している。 

  このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について

確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 


